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本資料の目的 

1. 本資料は、第 576 回企業会計基準委員会（2026 年 5 月 14 日開催）の審議で聞かれた主な

意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

（コメント対応表） 

課税対象利益を基礎とする税金の定義に関するコメント 

2. 外国子会社合算税制の取扱いについて、結論の背景に記載することを検討いただきたい。 

表示に関するコメント 

3. 「法人税等合計」を「税金費用」に見直すとする、事務局案に賛成する。 

4. 性質によって貸借対照表上の勘定科目を使い分けることはあり得ると考える。一方で、

例えば人件費は、売上原価に表示するものと販売費及び一般管理費に表示するものがあ

り、損益計算書での表示区分が異なっていても、貸借対照表では 1 つの未払項目に計上

することもある。勘定科目の使い分けをどのように考えればよいか、基礎的な考え方を

教えていただきたい。 

5. 改正後の会計基準等では、住民税(均等割)は法人税等に含まれないため、税率差異の注

記の調整項目から、住民税(均等割)を削除してもよいと考えている。 

適用時期及び経過措置に関するコメント 

6. コメント 31 について、修正された事務局案に賛成する。 

（適用時期） 

7. 今回の改正による影響は金額的な重要性が低く、公表から適用まで間を置く必要はない

という意見はあると考えられるが、金額的影響があることを踏まえれば、2028 年 4 月 1

日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用開始とする事務局案に賛成す

る。 
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8. 特定の業界で 2 月末日を決算日としている企業が多いことを考えても、十分な検討期間

が確保されていると考えるため、事務局案に賛成する。 

 

以 上 


